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第３次栃木県犯罪被害者等支援基本計画の実施状況 令和５(2023)年度 

 

 

令和６(2024)年７月４日           

栃木県生活文化スポーツ部くらし安全安心課 

 

 

【概要】 

栃木県では、平成 22(2010)年に「栃木県犯罪被害者等支援基本計画」、平成 28(2016)年に「第２次栃木県犯罪被害者等支援

基本計画」を策定し、関係機関・団体の協力のもと、犯罪被害者等への支援施策を実施してきました。 

こうした中、令和３年(2021)年４月に「栃木県犯罪被害者等支援条例」が施行されました。 

さらに、条例に基づく計画として、同年８月に「第３次栃木県犯罪被害者等支援基本計画」（期間：令和３(2021)年～令和

７(2025)年）を策定し、条例の目的である「犯罪被害者を支える地域社会の実現」を基本目標として、５つの施策の柱のもと、

犯罪被害者等支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図っています。 

第３次計画に基づく施策の推進状況は次のとおりです。 
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施策の柱Ⅰ 【相談体制・情報提供の充実】  

 

◆ 相談窓口の充実 計画の施策番号 １～１１ 
                              

（公社）被害者支援センターとちぎや市町等の支援担当者向け研修会の開催や弁護士による無料法律相談を実施したほか、

各機関において各種相談窓口や相談ダイヤル等を設け、被害の相談対応を行いました。                                        

 
 ・警察相談専用電話  ♯９１１０ 
 ・性犯罪被害相談窓口 ♯８１０３ 【警察本部】 
 
・とちぎ性暴力被害者サポートセンター（とちエール）♯８８９１ 
・配偶者や恋人等からの暴力（DV）被害相談 ♯８００８ 【人権男女共同参画課】 

 
・児童相談所虐待対応ダイヤル １８９ 【こども政策課】 

 
 ・いじめ相談さわやかテレホン 
・SNS（LINE）を活用した相談 【教育委員会】 

 
◆ 犯罪被害者等への情報提供等の充実  計画の施策番号 １２～１６ 
 

犯罪被害者等支援についてのリーフレットを配布し、二次的被害防止の必要性や事業者における休暇制度の創設等につい

て周知しました。 【くらし安全安心課】 
 
捜査の初期段階において、被害者連絡対象事件（殺人、不同意性交等、不同意わいせつ、死亡ひき逃げ事件、ひき逃げ事

件、交通死亡事故等及び危険運転致死傷罪に該当する事件）の被害者に対し「被害者の手引」を配付し、刑事手続き及び被

害者のための制度の説明等を実施するとともに、事件担当捜査員が適時適切な被害者連絡を実施しました。 【警察本部】 
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施策の柱Ⅱ 【早期回復・生活再建に向けた支援】 

      

 ◆ 精神的・身体的負担の軽減  計画の施策番号 １７～２７ 
     
  犯罪被害者等の精神的・身体的負担の軽減を図るため、各機関において心理的なケアやカウンセリング費用の公費負担等

を行いました。 
 
 ・臨床心理士の資格を有する職員や部外カウンセラー等によるカウンセリング 【警察本部】 
 
・性犯罪・性暴力被害者に対するカウンセリング費用の公費負担（とちエール） 
・DV 被害者等に対する電話相談、面接相談 【人権男女共同参画課】 

 
・スクールカウンセラーによる少年被害者に対する心理的ケア 【教育委員会】 

  
◆ 日常生活の支援と居住・雇用の安定 計画の施策番号 ２８～３５ 
 
  犯罪被害者等の日常生活の支援と居住・雇用の安定を図るため、各機関において外出時の付き添い支援や関係施設への入所

支援等を行いました。 
  
 ・関係機関やカウンセリングに行く際の付き添い支援（とちエール） 

 ・DV 被害者等の一時保護や婦人保護施設への入所 【人権男女共同参画課】 

 

 ・虐待が主訴による一時保護や児童養護施設等への入所 

 ・母子生活支援施設への入所 【こども政策課】 

 
 ・県営住宅への優先入居 【住宅課】 
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◆ 経済的負担の軽減 計画の施策番号 ３６～４１ 
 

犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、各機関において見舞金の給付や医療費等の公費負担を行いました。 
     
 ・犯罪被害者給付制度の運用 
 ・犯罪被害者に対する診断書料等の費用に係る公費支出制度の運用 【警察本部】 

 
 ・栃木県犯罪被害者等見舞金制度の運用（遺族見舞金 60 万円・重傷病見舞金 20 万円） 【くらし安全安心課】 
  
・性犯罪・性暴力被害者に対するカウンセリング費用や医療費等の公費負担（とちエｰル） 【人権男女共同参画課】 

 
◆ 二次的被害・再被害の防止 計画の施策番号 ４２～５５ 

 
犯罪被害者等の二次的被害・再被害の防止を図るため、各機関において、県民の理解増進や図るためのリーフレットの作成

や犯罪被害者等の保護対策等を行いました。 
 

 ・二次的被害防止の必要性や事業者における休暇制度の創設等を周知するためのリーフレットの配布 ※再掲 
【くらし安全安心課】 

 
 ・DV 被害者等の一時保護や保護中の外出時の同行 【人権男女共同参画課】 
 
 ・再被害防止対象者を指定し、重点的な防犯指導、警戒措置の実施 
 ・ストーカー・DV 被害者の保護対策や一時避難に要する経費の公費負担 【警察本部】 
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施策の柱Ⅲ 【県民の理解の増進】 

 

◆ 県民への広報・啓発 計画の施策番号 ５６～６１ 
 

犯罪被害者やその家族が置かれた現状や心ない言動による二次的被害等に関する県民理解の増進を図るため、巡回パネル

展示や講演会などを実施しました。 【くらし安全安心課】 
 

令和５(2023)年度犯罪被害者等支援巡回パネル展示 
(公社)被害者支援センターとちぎや市町との共催により、県内の11市町及び県庁において巡回パネル展示を実施しました。 

犯罪被害者等の置かれている現状や支援の必要性を周知するため、庁舎や公民館等を利用し、犯罪被害者等支援に関するパ

ネルを展示したほか、栃木市においてはパネル展示にあわせて講演会を開催し、広く県民に犯罪被害者等支援について理解を

深めていただくことができました。 
         【市貝町でのパネル展示】             【栃木市での講演会】 
 

 

 

 

 

 

 

 
◆ 教育活動を通じた理解の増進 計画の施策番号 ６２・６３ 
 

中学生や高校生を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」や作文コンクールを開催し、犯罪被害者への配慮・協力意識のか

ん養や次世代を担う者の規範意識向上に努めました。 【警察本部】 
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施策の柱Ⅳ 【人材育成と民間の団体への支援】 

 
◆ 犯罪被害者等支援に係る人材の育成及び資質の向上 計画の施策番号６４～６９ 
 

犯罪被害者等支援に係る人材の育成及び資質の向上を図るため、各機関で各種研修等に取り組みました。 
 

 ・被害者支援担当者研修会の開催 【くらし安全安心課】 
 
・教職員に対する研修（新規採用教職員及び教職経験年数や職階に応じた研修） 【教育委員会】 

 
 ・警察学校における初任科生及び初任補修科生に対する講義 
 ・被害児童等の支援にあたる少年補導職員に対する研修 【警察本部】 
 
 ・性犯罪・性暴力被害者支援に関わる支援員等に対する講座の開催 
 ・DV 被害者支援にあたる婦人相談員や配偶者暴力相談支援センター職員等への研修会の開催 【人権男女共同参画課】 
 
 ・虐待を受けた子供の保護等に携わる児童相談所職員や市町児童相談担当職員等への研修 【こども政策課】 
 
◆ 民間の団体への支援 計画の施策番号 ７０ 
 

（公社）被害者支援センターとちぎに対し、研修の講師派遣や、各種イベント会場において同団体に関する広報啓発を実

施するなどの支援を実施しました。 【警察本部】 
 
  被害者支援担当者研修会や巡回パネル展示などの機会のほか、リーフレットの配布等を通じて民間支援団体の活動等を周

知しました。 【くらし安全安心課】 
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施策の柱Ⅴ 【総合的な支援体制の整備】 

 
◆ 関係機関・団体との連携強化 計画の施策番号７１～７６ 

 
  関係機関・団体との連携強化を図り、犯罪被害者支援の総合的な支援体制の整備を推進するため、協議会や連携会議等を開

催しました。 
 
・栃木県被害者支援連絡協議会の開催 【警察本部】 
 
・市町犯罪被害者等支援施策担当者研修会の開催 【くらし安全安心課】 

 
・とちぎ性暴力被害者サポートセンター連携会議の開催 【人権男女共同参画課】 

 
◆ その他の支援のための体制整備 計画の施策番号７７～７９ 
 

被害者連絡制度に該当する犯罪被害者に対して必要な情報提供を行うとともに、各警察署等に被害者支援担当官を配置し

て、支援のための体制整備を図ったほか、犯罪被害者支援施策が確実に実施されるよう、各種会議などを通して各警察署等

に対し指導・督励を行いました。 【警察本部】 
 


